
法学部の教育課程モデル
法 学 部 (卒業単位128単位以上)

このコースの専門科目の多くは、
行政職公務員（国、地方自治
体）や裁判所職員、行政書士等
（資格取得）に対応している。

警察官、消防士、自衛官などを
志望する人のためのコース。刑
事法関係の講義に重点をおくと
同時に、一般教養を身につける
ため、社会・人文・自然科学に
わたる多様な科目を学習する。 

リーガルマインドを養い、良き
社会人として社会に貢献できる
人材の養成を目的とするコース
であり、将来、民間企業で活躍
したい人を対象としている。私
法系科目を中心に学習する。ま
た、宅地建物取引主任者などの
資格取得もサポートする。

 行政法Ａ
 行政法Ｂ
 行政法Ｃ
 税法Ａ
 親族法
 相続法
 刑法各論Ａ
 刑法各論Ｂ
 国際公法Ａ
 国際公法Ｂ
 物権
 担保物権
 債権総論Ａ
 債権総論Ｂ
 債権各論Ａ
 債権各論Ｂ
 現代政治理論Ａ
 現代政治理論Ｂ
 行政学Ａ
 行政学Ｂ
 基礎演習Ａ
 基礎演習Ｂ
 演習１
 演習２

 統治機構論
 民法総則
 刑法総論
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 基本的人権論Ａ
 基本的人権論Ｂ
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 税法Ａ
 物権
 担保物権
 債権総論Ａ
 債権総論Ｂ
 債権各論Ａ
 債権各論Ｂ
 会社法Ａ
 会社法Ｂ
 手形小切手法
 消費者法
 知的財産法
 民事訴訟法Ａ
 民事訴訟法Ｂ
 民事執行法
 倒産法
 社会保障法
 労働法Ａ
 労働法Ｂ
 経済法
 基礎演習Ａ
 基礎演習Ｂ
 演習１
 演習２
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【アドバンスト・クラス（選抜制）】…どのコースに所属していても一定条件を満たせば履修可能な科目。
（各コースの指定科目ではなく一般の専門科目なので、コース指定科目の32単位には含まない。）

憲法特別演習Ａ　　民法特別演習Ａ　　刑法特別演習Ａ　　行政法特別演習
憲法特別演習Ｂ　　民法特別演習Ｂ　　刑法特別演習Ｂ

司法・行政コース 指定科目
 行政法Ａ 
 行政法Ｂ 
 行政法Ｃ 
 刑法各論Ａ 
 刑法各論Ｂ 
 刑法特論（総論特講） 
 刑事法特講 
 刑事訴訟法Ａ 
 刑事訴訟法Ｂ 
 犯罪学 
 刑事政策 
 物権 
 担保物権 
 債権総論Ａ 
 債権総論Ｂ 
 債権各論Ａ 
 債権各論Ｂ 
 インターネットと法 
 政治思想史Ａ 
 政治思想史Ｂ 
 基礎演習Ａ 
 基礎演習Ｂ 
 演習１ 
 演習２ 

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
4
4

公共安全コース 指定科目
地方自治論Ａ
地方自治論Ｂ
比較政治論
国際政治学Ａ
国際政治学Ｂ
社会心理学Ａ
社会心理学Ｂ
法社会学Ａ
法社会学Ｂ
国際社会論Ａ
国際社会論Ｂ
日本史概説
外国史概説
地理学（地誌を含む。）
社会学概論
経済学概論
（国際経済を含む。）
比較憲法
税法Ｂ
国際公法Ｃ
国際公法Ｄ
国際私法
国際取引法Ａ
国際取引法Ｂ
環境法
商法総則・商行為法
金融商品取引法
英米法Ａ
英米法Ｂ
法哲学
法制史Ａ
法制史Ｂ
政治史
特別講義
外書購読
文化人類学
環境論Ａ
環境論Ｂ
卒業研究
法学特別講義
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その他の専門科目

 専　門　共　通　科　目　（各コースとも6単位以上）

企業法務コース 指定科目

 オリエンテーションゼミ
 入門ゼミ
 教養基礎Ａ
 教養基礎Ｂ
 法学入門

2
2
2
2
2

 民事法総論
 刑事法入門
 コミュニケーションと法
 基礎英書講読
 法学部生のための入門基礎講座

2
2
2
2
2

 導　　入　　科　　目　　　1 2単位以上

専　門　教　育　科　目　　94単位以上 全　学　共　通　科　目　　34単位以上

法 学 部 入 学

専 門 科 目 76 単 位 以 上 （ コ ー ス 指 定 科 目　 32 単 位 以 上 ）

外 国 語 科 目
情 報 処 理 科 目
ス ポ ー ツ 科 目
キャリアデ ザイン科目
上記以外の全学共通科目

導 入 科 目
専 門 共 通 科 目
専 門 科 目
（うちコース指定の専門科目）

12単位以上　
６単位以上　
76単位以上　

（32単位以上）

　　　８単位以上16単位以下
　　　４単位以上５単位以下
　　　２単位以上４単位以下
　　　４単位以上８単位以下
　　　４単位以上16単位以下

法　
学　
部

外国語学部　日本語教員養成プログラム一覧表

区 分 授 業 科 目
単 位 数

配 当 年 次 備 考
必修 選択 単位

 ⑴言語一般

計
14
単
位
以
上
選
択
必
修

計
6
単
位
以
上
選
択
必
修
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野
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合
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42
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以
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す
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⑵言語と教育

10
単
位
以
上
必
修

 ⑶言語と心理

2
単
位
以
上

選
択

 ⑷言語と社会

2
単
位
以
上
選
択

 ⑸社会・文化・地域

１．日本語教員養成プログラムは、外国語としての日本語を教える教師を目指す人のためのプログラムである。
２．このプログラムは、外国語学科の学生が対象である。
３．「日本語教授法Ⅰ～Ⅴ」は5科目10単位必修で、ⅠからⅤまで段階的に履修しなければならない。
　　特に「日本語教授法Ⅳ・Ⅴ」は教授法の総仕上げとして模擬実習を行うので、留学生の場合は日本語能力試験NIに合格していることが必要である。
４．上記の各分野の科目を履修し、合計42単位以上を修得した者には、卒業時に日本語教員養成プログラム単位修得証明書を発行する。
５．「特別実習（日本語教育）」については、複数回の履修が可能である。

注1) 「(5)社会・文化・地域」の中に、法学部あるいは経済情報学部からの提供専門科目を4単位まで含めることができる。　
注2) ＊印の科目は、教職科目として開講。（履修登録制限単位数には含めない）　

日本語研究（文法）
日本語研究（音声・音韻）
日本語研究（共通語と方言）
日本語研究（文字・表記）
日本語研究（語彙・意味）
日本語学概論Ⅰ
日本語学概論Ⅱ
日本語史
言語学概論
日英対照言語研究
日独対照言語研究
日西対照言語研究
日中対照言語研究
日韓対照言語研究
日本語教授法Ⅰ
日本語教授法Ⅱ
日本語教授法Ⅲ
日本語教授法Ⅳ
日本語教授法Ⅴ
応用言語学Ⅰ
応用言語学Ⅱ
特別実習（日本語教育）
視聴覚教育メディア論＊
心理学Ⅰ
心理学Ⅱ
認知言語学Ⅰ
認知言語学Ⅱ
発達心理学＊
日本語研究（談話・言語生活）
異文化間コミュニケーション論
言語政策論
社会言語学Ⅰ
社会言語学Ⅱ
教育社会学＊
総合日本語Ⅰ（日本文化概論）
総合日本語Ⅱ（日本文学概論）
総合日本語Ⅲ（日本文学史）
総合日本語Ⅳ（日本思想史）
総合日本語Ⅴ（近現代日本文学）
総合日本語Ⅵ（日本古典文学）
比較文化研究ＡⅠ（英語圏）
比較文化研究ＡⅡ（英語圏）
比較文化研究ＢⅠ（英語圏）
比較文化研究ＢⅡ（英語圏）
比較文化研究（ドイツ）
比較文化研究（スペイン）
比較文化研究（中国）
比較文化研究（韓国）
日本文化論

◎
◎
◎
◎
◎

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2 ・ 3 ・ 4
2 ・ 3 ・ 4
2 ・ 3 ・ 4
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